
市内事業者省力化設備等導入支援事業補助金交付要綱 

令和７年４月１６日制定 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、市内事業者が人手不足や賃上げ、物価高騰等に

対応するために行う、省力化・デジタル化や生産能力増強等の労働

生産性の向上に資する設備等の導入について支援するため、当該取

組に必要な経費の一部を補助することに関して必要な事項を定める

ものとする。  

 （補助対象者） 

第２条 補助金交付の対象者（以下「補助対象者」という。）は、市内

に事業所を有する法人（資本金の額若しくは出資の総額が３億円以

下又は常時使用する従業員の数が 300 人以下である者に限る。）又は

個人で、事業収入（売上）を得ており、今後も事業を継続する意思

がある者とする（農林漁業者、医療法人、農業法人、NPO 法人等を

含む。）。 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる者は、補助対象者から除く

ものとする。 

(1) 市税を滞納している者 

(2) 防府市暴力団排除条例（平成 24 年防府市条例第 21 号）第２条

に規定する暴力団の構成員又は暴力団に協力し、若しくは関与す

る等これに関わりを持つ者 

(3) 宗教活動又は政治活動を目的としている者  

(4) 事業開始年度のため税務申告をしていない者 

(5) その他市長が補助金の交付対象として不適当と判断した者 

（補助対象事業） 

第３条 補助金交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）

は、補助対象者が行う、省力化・デジタル化や生産能力増強等の労

働生産性の向上に資する設備等を市内事業所において導入する事業

とする。 

２ 補助対象事業は、３年間の事業計画期間において、事業者全体の



労働生産性（営業利益、人件費及び減価償却費の総和を労働者数で

除して得た数をいう。）を基準年度(直近の事業年度末をいう。)に対

して、100 分の５以上増加させる計画とする。 

（補助対象経費） 

第４条 補助金交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）

は、別表１に掲げる経費をいう。 

２ 補助対象経費については、消費税及び地方消費税を含まないもの

とする。 

 （補助額） 

第５条 補助金の額は、補助対象経費に３分の２を乗じて得た額（こ

の額に千円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）とし、

１事業当たり 100 万円を限度とする。 

 （補助対象期間） 

第６条 補助対象事業は、次条に規定する募集要領記載の補助対象期

間に完了しなければならない。 

（補助対象事業の公募） 

第７条 市長は、応募期間を定め、補助対象事業を公募するものとす

る。 

２ 市長は、補助対象事業の公募について、別に募集要領を定め、こ

れを周知するものとする。 

（補助対象事業への応募） 

第８条 補助対象者が、補助金の交付を受けようとするときは、前条

に定める公募に応募しなければならない。 

２ 補助対象事業への応募は、前条第２項に規定する募集要領に従い、

別表２に掲げる書類を添付の上、市内事業者省力化設備等導入支援

事業補助金交付申請書（第１号様式）を提出し、行うものとする。 

（審査会） 

第９条 市長は、応募のあった補助対象事業について、補助金の交付

の適否を審査するため、審査会を設置するものとする。 

２ 審査会については別に定める。 



 （交付・不交付決定通知） 

第 10 条 市長は、審査会の補助金の交付に関する審査の後、速やかに

応募のあった補助対象事業について、補助金の交付または不交付を

決定し、市内事業者省力化設備等導入支援事業補助金交付決定通知

書（第２－１号様式）または、市内事業者省力化設備等導入支援事

業補助金不交付決定通知書（第２－２号様式）により応募のあった

補助対象者に通知するものとする。 

２ 市長は、必要があると認めるときは、交付の決定に条件を付すこ

とができる。 

 （事業完了報告） 

第 11 条 補助対象事業を完了し、補助金の交付を受けようとする者は、

事業完了日から起算して２０日を経過した日、もしくは完了日の属

する年度の３月 31 日のいずれか早い日までに、市内事業者省力化設

備等導入支援事業補助金完了報告書（第３号様式）に必要な書類を

添えて、市長に報告しなければならない。 

（確定通知） 

第 12 条 市長は、前条に規定する報告があった場合において、その内

容を確認し、適当と認めるときは、市内事業者省力化設備等導入支

援事業補助金確定通知書（第４号様式）により申請者に通知するも

のとする。 

２ 市長は、必要と認めるときは、確定通知に条件を付すことができ

る。 

（補助金の交付） 

第 13 条 前条に規定する通知を受けた者は、速やかに請求書（第５号

様式）を市長に提出するものとする。 

２ 市長は、前項の請求書の提出があったときは、これを審査し、速

やかに当該補助金を交付するものとする。 

（変更等の申請と承認） 

第 14 条 補助対象者は、交付決定を受けた補助対象事業について、次

の各号のいずれかに該当する変更をし、又は廃止するときは、速や



かに市内事業者省力化設備等導入支援事業補助金（変更・廃止）申

請書（第６号様式）を市長に提出し、その承認を受けなければなら

ない。 

(1)  事業計画及び事業経費の主要部分の変更 

(2)  費目間の経費変更であり、流用元・流用先のいずれかの変動額

が 20％を超える場合 

２ 市長は、前項に規定する申請があった場合において、その内容を

審査し、適当と認めるときは、市内事業者省力化設備等導入支援事

業補助金（変更・廃止）承認通知書（第７－１号様式）により申請

者に通知するものとする。 

３ 前項に規定する場合において、その内容が不適当と認めるときは、

市内事業者省力化設備等導入支援事業補助金（変更・廃止）不承認

通知書（第７－２号様式）により申請者に通知をするものとする。  

（交付決定の取消し） 

第 15 条 市長は、交付決定を受けた補助対象事業者が次の各号のいず

れかに該当したときは、交付決定を取り消すことができる。 

(1)  補助対象期間内において、第３条に規定する要件を欠くことと

なったとき。 

(2)  補助対象期間内において、第 10 条第２項に規定する条件に違

反したとき。 

(3)  第 12 条第２項に規定する条件に違反したとき。 

(4)  補助対象期間内に事業を中止し、又は廃止したとき。 

(5)  偽りその他不正行為により補助金の交付を受けようとし、又は

受けたとき。 

(6) その他市長が取り消す必要があると認めたとき。 

２ 市長は、前項の規定により交付決定の取消しを受けた補助対象者

に対し、補助金の交付を行わず、又は既に交付した補助金の全部若

しくは一部の返還を命ずることができる。 

（財産の管理等）  

第 16 条 交付決定を受けた補助対象者は、当該補助事業により取得し、



又は効用の増加した財産について、事業完了後においても善良な管

理者の注意をもって管理するとともに、事業の目的に従って使用し、

その効率的な運用を図らなければならない。 

（報告及び調査） 

第 17 条 市長は、補助対象期間内において、補助対象者に対し、事業

に関する必要な事項について報告を求め、又は実地に調査し、必要

な指示を行うことができる。 

２ 前項の規定は、補助金の交付を受けた中小企業者等（事業完了日

から５年以内の者に限る。）に対する報告及び調査について、準用す

る。 

（補則） 

第 18 条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行について必要

な事項は、募集要領等で定める。 

附 則 

 この要綱は、令和７年４月 16 日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表１（第４条関係） 

 費目 補助対象経費 

①   機械装置・シ

ステム構築等

費【必須費目】 

（1）専ら補助事業のために使用される機械・装

置、工具・器具（測定工具・検査工具・電子

計算機等）の購入、製作、借用に要する経費 

（2）専ら補助事業のために使用される専用ソフ

トウェア・情報システムの購入・構築、借用

に要する経費 

（3）（1）又は（2）と一体で行う、改良・修繕又

は据付けに要する経費 

②   クラウドサー

ビス利用費

【付随費目】 

クラウドサービスの利用に関する経費 

③   外注費 

【付随費目】 

本事業で必要な加工・設計（デザイン）・検査等

の一部を外注（請負、委託等）する場合の経費 

④   技術導入・専

門家経費 

【付随費目】 

本事業の実施に必要な技術の導入に要する経費

又は、本事業の実施のために依頼した専門家に支

払われる経費 

 ※契約期間が補助対象期間を超えるものについては、補助対象期間

に係る経費のみを補助対象とする。年間費用については、月額に換

算したもので計算を行う。 

 ※①必須費目を必ず計上すること。 

  ※①は、減価償却資産であること。 



別表２（第９条関係） 

添付書類 

区分 必要書類 

法人 １ 市税の納税証明書（滞納のないことの証明書） 

２ 直近の確定申告書別表一・別表二の写し  

３ 直近の税務申告に添付した決算書の写し 

  ・貸借対照表   

・損益計算書 

  ・販売費及び一般管理費 

  ・製造原価報告書 

４ 見積書（補助対象経費となるもの） 

５ 申請書類チェックリスト 

個人 

 

１ 市税の納税証明書（滞納のないことの証明書） 

２ 直近の確定申告書第一表の写し  

３ 直近の確定申告の青色申告決算書または収支内訳書 

４ 見積書（補助対象経費となるもの） 

５ 申請書類チェックリスト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第１号様式（第９条関係）  

市内事業者省力化設備等導入支援事業補助金交付申請書 

申請日    年  月  日 

防府市長 様 

                  

標記の補助事業について補助金の交付を受けたいので、下記のとおり申請します。 

     補助金交付申請額              円 

（補助対象経費（税抜）の２／３で千円未満切捨。上限１００万円） 

１．申請者に関する事項 

氏名等 

（ﾌﾘｶﾞﾅ）  
            

事業者名(屋号)   

 (ﾌﾘｶﾞﾅ) 
                 

氏 名 

※ 法 人 は 代 表 者肩 書・氏 名  
 

種別等 

 ☑してください  

□ 法人 

□個人事業者 

法人番号              

生年月日 

（個人事業者の場合）  
西暦     年     月    日 

本社所在地 
〒 

 

市内事業所 
の住所 

補 助 事 業 の 実 施場 所  

□  本社所在地と同一   

〒 

 

主たる業種  
卸売業 ・ 小売業 ・ 製造業 ・ 建設業 ・ 運輸業 ・ サービス業 ・ 飲食業  

 農業 ・ 漁業 ・ 林業 ・ その他（                            ） 

事業内容  

資本金額 円  ※会社以外は記載不要 

常時使用す
る従業員数 

     人  ※常時使用する従業員がいなければ「０人」 

設立・創業 

年月日 
（西暦）       年   月   日 

（フリガナ）  
 

担当者氏名 

（法人の場合） 

 

連絡先 
電話（    －   －    ) 担当者携帯（   －    －    ） 

メールアドレス： 



２．事業内容に関する事項 

（１）事業計画 

１．今回の申請計画で取り組む事業名（30 文字以内で記入すること）  

 

 

２．補助事業の実施場所(住所)  ※防府市内の事業所に設置すること  

 （名称）  ○○工場     

（住所）〒          防府市 

３．計画内容 

【事業期間】  

（西暦） 年  月  日 ～ （西暦） 年  月  日 

【事業の目的・必要性】  

（自社の概要：営業内容や主な取引先など） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（現状分析・課題抽出） 

（1）売上面（顧客数・平均単価）での現状・問題点と課題 

（2）財務体質・コスト面での現状・問題点と課題 

（3）業務プロセス面での現状・問題点と課題 

（4）人員・人材面での現状・問題点と課題 

(1)～(4)の視点を参考にしながら、自社が抱える現状・問題点と課題について具体的に記載

してください。 

 



 

 

 

 

 

 

 

【補助事業の具体的取組内容及び期待される効果】 

（現状分析・課題抽出）で記載した課題について、当補助金を活用した取組内容を具体的に

記載するとともに、どのような効果が期待されるか具体的に記載してください 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【導入設備等の内容】 

 設備等の名称／型式  単価（千円） 数量  金額（千円） 用途  

１      

２      

３      

４      

計      
 

【スケジュール】  

 

 

 

 

 

※事業計画等の作成にあたっては防府商工会議所及び防府市中小企業サポートセンター（コネク

ト 22）の助言・指導を得ながら進めることができます。 

※枠内に収まらない場合は、行を追加して作成すること。 



（２）事業経費                               （単位：円） 

費目 
内 容 

（数量も記載してください。また、１つの費目に複数の支払い

がある場合は金額も記載してください。）  

補助対象経費 

（税抜）  

１.機械装置・シス

テム構築等費 

【必須費目】  

 

 

 

 

 

 

円 

２ .ク ラ ウ ド サ ー

ビス利用費 

【付随費目】  

 

  

円 

３.外注費 

【付随費目】  

 

円 

４.技術導入・専門

家経費 

【付随費目】  

 

円 

合計（Ａ） 
円 

補助金交付申請額＝（Ａ）×２／３ （千円未満切捨）   

【上限１００万円】 

円 

※補助金交付申請額は、補助対象経費の合計（Ａ）の２/３、又は補助上限額１００万

円のいずれか少ない方の金額を記入してください。 

※補助対象経費は、消費税及び地方消費税を除いた額となります。 

※ソフトウエアやクラウドサービス等の費用について、契約期間が補助対象期間を超

える場合は、補助対象期間に係る経費のみが補助対象となります。年間費用につい

ては、月額に換算したもので計算します。 

 

※機器の型番も記入してください。  

※可能であればカタログを添付してください。  



３．その他  

必ず内容を確認し署名または記名・押印をお願

いします。 

 

社名及び代表者名（法人の場合のみ） 

 

 

 

氏名               印 

 

※ゴム印を使用する場合は、代表者印の押印をお

願いします。  

 以下の内容を了承します。 

 ①私は、申請内容に偽りがある場合、補助金を返還します。 

 ②私は、反社会勢力に該当せず、今後も、反社会的勢力との関係を持つ意思はありません。 

③私は、同一の内容で国、地方公共団体又はこれに準ずる団体からの補助金交付決定（採択含

む）を受けていません。また、今後も同一の内容で補助金を重複受給しません。 

 ④私は、本申請により入手する個人情報に関し、本補助金の目的の範囲内で使用されることを

了承します。 

 ⑤私は、市内事業者省力化設備等導入支援事業補助金募集要領の内容を理解しています。 

 ⑥私は、本補助金の取得後も事業を継続して実施します。 

 

 

 

 



 



第２－１号様式（第１０条関係） 

指令防商 第    号  

  年  月  日  

 

          様 

 

防 府 市 長 名    

 

市内事業者省力化設備等導入支援事業補助金交付決定通知書 

 

  年  月  日付けで申請のあった事業について、下記のとおり決

定しましたので、市内事業者省力化設備等導入支援事業補助金交付要綱第１０

条第１項の規定により通知します。 

 

記 

 

１ 補助金交付決定額             円 

 

２ 要 件 

 

 

 

 

 

 



第２－２号様式（第１０条関係） 

指令防商 第    号  

  年  月  日  

 

          様 

 

防 府 市 長 名    

 

市内事業者省力化設備等導入支援事業補助金不交付決定通知書 

 

  年  月  日付けで申請のあった事業について、審査の結果、不

採択となりましたので、市内事業者省力化設備等導入支援事業補助金交付要綱

第１０条第１項の規定により通知します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第３号様式（第１１条関係） 

 

  年  月  日 

（宛先）防府市長 

住   所                  

名   称                  

代表者氏名                  

 

市内事業者省力化設備等導入支援事業補助金完了報告書 

 

   年  月  日付けの補助金交付決定通知に係る補助事業が完了しまし

たので、市内事業者省力化設備等導入支援事業補助金交付要綱第１１条の規定

により、次のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 実績報告書  別紙のとおり 

 

２ 補助額                円 

 

３ 根拠書類 

 ・請求書、領収書等の写し（経費内訳及び支払いがわかるもの） 

 ・写真等（事業の取組実績がわかるもの） 

 ・通帳の写しもしくは口座番号、振込名義がわかるも 



（別紙）第３号様式添付書類 

実績報告書 

事 業 名 
 

事 業 の 実 施 期 間 （西暦）  年  月  日から（西暦）  年  月  日 

補助事業実施場所 

(住所) 

（名称）  ○○工場     

（住所）〒        防府市 

事業の実績       

事業の効果・成果 

(１)実施した事業の内容及び得られた成果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

(２)購入した機械装置等 

 機械装置等名 活用方法 

１ 
  

２ 
  

３ 
  

４ 
  

 

今 後 の 展 開 

 

 



＜事業経費＞ 

費目 
内 容 

（数量も記載してください。また、１つの費目に複数の支

払いがある場合は金額も記載してください。） 

補助対象経費 
（税抜） 

※実績額 

１.機械装置・シス

テム構築等費 

【必須費目】  

 

円 

２ .ク ラ ウ ド サ ー

ビス利用費 

【付随費目】  

 

 

円 

３.外注費 

【付随費目】  
 

円 

４.技術導入・専門

家経費 

【付随費目】  

 

円 

合計（Ａ） 円 

補助金実績額＝（Ａ）×２／３ （千円未満切捨）   

【上限１００万円】 

円 

※補助額は、補助対象経費の合計（Ａ）の２/３、もしくは補助上限額１００万円のい

ずれか少ない方の金額を記入してください。 

※補助対象経費は、消費税及び地方消費税を除いた額となります。 

※ソフトウエアやクラウドサービス等の費用について、契約期間が補助対象期間を超

える場合は、補助対象期間に係る経費のみが補助対象となります。年間費用につい

ては、月額に換算したもので計算します。 

※機器の型番も記入してください。  

※可能であればカタログを添付してください。  



第４号様式（第１２条関係） 

防 商 第     号 

  年  月  日 

 

          様 

 

防 府 市 長 名     

 

市内事業者省力化設備等導入支援事業補助金確定通知書 

 

  年  月  日付けで報告のあった市内事業者省力化設備等導入支援事業補助

金にかかる事業について、下記のとおり補助金の額を確定しましたので、市内事業者

省力化設備等導入支援事業補助金要綱第１２条第１項の規定により通知します。 

 

記 

 

１ 補助金確定額              円 

 

 

２ 条 件     

 

 

 

 



第５号様式（第１３条関係） 

請求書 

 

金 額 

 百 十 万 千 百 十 円 

 

 内 訳 市内事業者省力化設備等導入支援事業補助金として                          

                                 

 

市内事業者省力化設備等導入支援事業補助金交付要綱第１３条第１項の規定により、

上記のとおり補助金を請求します。 

 

  年  月  日 

（宛先）防府市長 

住   所                  

名   称                  

代表者氏名                  

（補助金は、次の口座に振り込んで下さい。） 

振 込 先 
銀行・信用金庫・労働金庫 

農協・漁協・信用組合   

金融機関 支所・支店・出張所 

口座番号 

種  別 

       １：普 通 

２：当 座 

フリガナ 
 

口座名義 
 

 



第６号様式（第１４条関係） 

  年  月  日 

（宛先）防府市長 

住   所                  

名   称                  

代表者氏名                  

 

市内事業者省力化設備等導入支援事業補助金（変更・廃止）申請書 

 

     年   月   日付指令防商第   号で交付決定を受けた補助事業を

（ 変更 ・ 廃止 ）したいので、市内事業者省力化設備等導入支援事業補助金交

付要綱第１４条第１項の規定により届けます。 

記 

 

１ 補助額の変更 

（１）既存交付決定額            円 

（２）変更交付申請額            円 

（３）差     額            円 

２ 変更・廃止の理由 

 

 

３ 添付書類   

・前項の事実を証する書類 

  ・変更後の経費区分等 



第７－１号様式（第１４条関係） 

防 商 第     号 

  年  月  日 

 

          様 

 

防 府 市 長 名     

 

市内事業者省力化設備等導入支援事業補助金（変更・廃止）承認通知書 

 

  年  月  日付で申請のあった市内事業者省力化設備等導入支援事業補助金

（変更・廃止）申請書については、下記のとおり承認したので、市内事業者省力化設

備等導入支援事業補助金交付要綱第１４条第２項の規定により通知します。 

 

記 

 

１ 承認内容 （ 変更 ・  廃止 ） 

 

２ 変更後交付決定額            円 

 

 

 

 



第７－２号様式（第１４条関係） 

防 商 第     号 

  年  月  日 

 

          様 

 

防 府 市 長 名     

 

市内事業者省力化設備等導入支援事業補助金（変更・廃止）不承認通知書 

 

  年  月  日付で申請のあった市内事業者省力化設備等導入支援事業補助金

（変更・廃止）申請書書については、下記の理由により不承認とするので、市内事業

者省力化設備等導入支援事業補助金交付要綱第１４条第２項の規定により通知します。 

 

記 

 

１ 不承認の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 


